
３．給与の状況

※現在空欄となっている類似団体・県の状況等は、国の公表後に改めて掲載します。

（１）総括

①人件費の状況（普通会計決算）                                                                     

②職員給与費の状況（普通会計決算）                                                                 

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

２　職員数は、令和３年４月１日現在の人数です。

３　任期付短時間勤務職員(再任用職員(短時間勤務))を除いた職員数は９９１人です。

③特記事項

ア　給与削減等の取り組み状況                                                                       

住民基本台帳人口 歳 出 額 実質収支 人 件 費 人件費率

（令和4年1月1日） Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

人 千円   千円   千円 ％ ％

155,826 62,221,485 1,359,579 11,170,081 18 15

職員数 給　　　　　与　　　　　費 (参考)一人当たり（参考）類似団体平均

Ａ 給　料 職員手当
期末・　

勤勉手当
計
Ｂ

給与費　
Ｂ／Ａ

一人当たり給与費

人 千円   千円 千円 千円 千円 千円

1,018 3,607,416 1,271,811 1,557,988 6,437,215 6,323 6,533

年　度 特　　　　別　　　　職 一　　　　般　　　　職

平成10年度
・部長・室長職の管理職特別勤務手当の支給
凍結（Ｒ3.12まで）

平成12年度
・課長職の管理職特別勤務手当の支給凍結
（Ｒ3.12まで）

平成14年度

・給料及び報酬の減額（平成１８年度ま
で）
　　市長　　　：１０％減額 
　　助役　　　： ７％減額 
　　収入役等  ： ５％減額 
　　議員　　　： ５％減額

平成15年度 ・期末手当の減額（平成１８年度まで）

・給料の減額（平成１８年度まで）
　　部長・室長職：４％減額   
　　課長・課長補佐職：３％減額
　　主査職以下：２％減額  
・課長職以上の期末勤勉手当の減額（平成１
８年度まで） 
・旅費の見直し

平成18年度

・特殊勤務手当の抜本的な見直し
・通勤手当の見直し
・退職時特別昇給の廃止 
・職員互助会負担金の削減 

平成19年度

・給料の減額（平成２６年度まで）
 　市長　　 ：２０％減額   
　 副市長 　：１５％減額  
　 教育長等 ：１０％減額 
・期末手当の減額幅を拡大
・退職手当の減額
　 市長 　：５０％相当額を減額
　　　　　（平成３０年１０月まで）
　 副市長 ：１５％相当額を減額
　　　　　（平成２２年６月まで）  

・期末勤勉手当の減額幅を拡大対象者につい
ても全職員とする
・課長職以上の管理職手当を１０％減額
　（継続中） 
・課長補佐職の管理職手当を１０％減額
　（平成２４年６月まで） 
・課長補佐職の管理職特別勤務手当の支給凍
結
　（平成２４年６月まで） 

区分
(参考令和2年度

の人件費率

令和３年度

区分

令和３年度
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平成20年度

・給料の減額    
　 部長・室長職：３．９％減額
　 課長・課長補佐職：２．９％減額 
　 主査職以下：１．９％減額    
・課長職以上の期末勤勉手当の減額

平成21年度 ・地域手当の削減（10％→８％） 

・給料の減額    
　 部長・室長職：３％減額
　 課長・課長補佐職：２％減額 
　 主査職以下：１％減額    
・地域手当の削減（１０％→８％）

平成22年度 ・地域手当の削減（８％→６％）

・地域手当の削減（８％→６％）
・給料及び管理職手当の減額（１２月から）
　 ５５歳を超える課長補佐職相当以上の
　 職員：１．５％減額（平成２９年３月ま
で）

平成23年度

平成24年度
・住居手当その他区分の廃止
（６，５００円→０円)

平成25年度

・給料の減額
　 部長・室長職：５％減額（平成２５年７
　 月から平成２８年６月まで）
　 課長・課長補佐職：３％減額 
　（平成２５年７月から平成２８年６月ま
　　で）
　 主査職以下：２％減額（平成２５年７月
　 から平成２８年３月まで）

平成26年度

平成27年度

・給料の減額（平成３０年３月まで）
 　市長　　 ：１８％減額   
　 副市長 　：１３％減額  
　 教育長等 ：８％減額 

平成29年度

・住居手当持ち家区分の減額
　平成２８年度：１０，５００円
　平成２９年度：　８，４００円
　平成３０年度：　６，３００円
　令和元年度　：　４，２００円
　令和２年度　：　２，１００円
　併せて、償還金のある者への２，５００円
加算の新規認定を廃止

平成30年度

・給料の減額（継続中）
 　市長　　 ：１５％減額   
　 副市長 　：１０％減額  
　 教育長等 ：５％減額 

・給料の減額
　 部長職　　　　：３．５％減額
　 副部長・課長職：３％減額 
　 課長補佐職　　：２．５％減額　
（平成３０年４月から令和５年３月まで）
・住居手当持ち家区分の廃止
　【経過措置】
　　令和元年度：　４，２００円
　　令和２年度：　２，１００円
　　令和３年度以降：廃止
・住居手当賃貸区分上限額の減額
　平成３０年度：３０，０００円
　令和元年度　：２７，０００円

令和元年度

・期末手当の減額（令和５年度まで）  
・給料の減額
（令和元年９月から令和元年１１月まで）
 　市長　 ：１５％減額した額から
　　　　　　更に２０％減額   
　 副市長 ：１０％減額した額から
　　　　　　更に２０％減額

・勤勉手当の減額
　課長補佐職相当以上の職員：令和５年度ま
で
　主査職相当以下の職員：令和元年度

令和２年度

・給料の減額（継続中）
（令和２年７月から令和２年１２月まで）
　 市長　 ：１５％減額した額から
　　　　　　更に５％減額   
　 副市長 ：１０％減額した額から
　　　　　　更に５％減額
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令和３年度

・期末手当の減額  
（令和３年１２月）
 　市長　 ：１００万円減額   
　 副市長 ：２５万円減額
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④ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１  ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）

　を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の　俸給月額を100として計算

　した指数です。

２　（）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指します。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域

　手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正

　したラスパイレス指数です。

　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）

　により算出。）

３　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

⑤給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域

　手当の支給割合の見直し等に取り組むとされています。

①給料表の見直し　【実施　末実施】

② 地域手当の見直し

（支給割合）国基準と同じ

平成27年度の支給割合

4月1日時点 遡及改定後

国基準による支給割合 7% 9% 10%

川西市の支給割合 6% 8% 10%

（実施時期・内容）平成28年4月1日に、給与総額の削減やラスパイレス指数の改善を目指して給料表を
平均4％引き下げることとしました。激変緩和のため、3年間（平成31年3月31日まで）の経過措置（現給
保障）を実施しています。（平成29年3月31日に課長補佐級以上、平成30年3月31日に全ての職員につい
て現給保障を廃止）

（実施時期）平成27年4月1より実施しました。段階的に支給割合を引き上げることとし、平成27年4月1
日時点は6％、給与改定後は平成27年4月に遡及し8％、平成28年4月1日時点は10％を支給しました。

平成28年度
以降

H30.4.1
99.1

（102.1）

H30.4.1
100.5 H30.4.1

99.1

H31.4.1
98.1

（100.8）

H31.4.1
100.2 H31.4.1

98.9

R2.4.1
98.5

（99.1）

R2.4.1
100.1 R2.4.1

98.9
R3.4.1
97.4

（98.1）

R3.4.1
99.9 R3.4.1

98.8

90

95

100

105

110

川西市 類似団体平均 全国市平均
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（２）職員の平均給与月額、初任給等の状況

①職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和４年４月１日現在）

ア　一般行政職                                                                                     

イ　技能労務職

1

2

3

4

区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

(国比較ベース)

川西市 41.4歳 304,938円 412,933円 371,367円

兵庫県 43.3歳 324,900円 422,219円 377,354円

国 42.7歳 323,711円 － 405,049円

類似団体 41.8歳 316,752円 420,454円 377,381円

公　　　　務　　　　員 民　　　　間 参考

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額
Ａ

平均給与月額
（国比較ベース）

対応する民間
の類似職種         

平均年齢 平均給与月額
Ｂ Ａ／Ｂ

川西市 48.0歳 132人 326,265円 409,093円 373,196円 － － － －

うち清掃職員 49.1歳 61人 328,924円 432,986円 376,000円 廃棄物処理業従業員 47歳 306,000円 1.41

うち学校給食員 47.3歳 37人 324,400円 391,716円 371,550円 調理士 43歳 267,000円 1.47

うち校務員 47.3歳 15人 333,433円 395,741円 386,270円 用務員 49.1歳 236,600円 1.67

兵庫県 56.8歳 334人 335,200円 401,571円 368,123円 － － － －

国 51.1歳 2,114人 286,570円 － 328,416円 － － － －

類似団体 51.7歳 98人 325,366円 390,189円 368,159円 － － － －

参　　　　　考

年収ベース（試算値）の比較

公務員
Ｃ

民間
Ｄ

Ｃ／Ｄ

川西市 6,629,495円 － －

うち清掃職員 6,897,478円 4,266,500円 1.62 

うち学校給食員 6,472,541円 3,525,000円 1.84 

うち校務員 6,417,651円 3,187,900円 2.01 

（注） 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平
成31～令和３年の３ヶ年平均）

上記の賃金構造基本統計調査の内容は、毎年６月における５人以上の常用労働者を雇用する事
業所を対象とし、その対象となる労働者についても、本市の数値には含んでいない臨時的任用
を含めた数値となっているため単純な比較はできません。

技能労務職の職種と民間の職種等の比較についても、年齢、業務内容、雇用形態等の点におい
て完全に一致しているものではありません。

年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍
したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支
給された年間賞与の額を加えた試算値です。

区分

区分

-　8　-



ウ　教育職（幼稚園）                                                                               

エ　消防職                                                                                         

1 「平均給料月額」とは、令和4年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

2

②職員の初任給の状況（令和４年４月１日現在）                                                     

技能労務職の初任給は卒業後、直ちに採用される場合の内容です。

③職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和４年４月１日現在）                             

区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

川西市 43.2歳 304,618円 376,769円

兵庫県 41.3歳 355,500円 415,377円

類似団体 41.4歳 322,979円 383,845円

区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

(国比較ベース)

川西市 35.7歳 286,908円 390,089円 356,122円

兵庫県 － － － －

国 － － － －

類似団体 38.8歳 305,411円 414,963円 363,280円

（注）

「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当な
どのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされている
ものです。
　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務
手当等を除いたもの）で算出しています。

区分 川西市 兵庫県 国

大学卒 182,200円 188,700円 182,200円

高校卒 151,800円 154,900円 150,600円

高校卒 146,200円 151,600円 147,900円

中学卒 － － －

大学卒 185,700円 210,800円 －

高校卒 － － －

大学卒 194,900円 － －

高校卒 163,900円 － －

（注）

区分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

大学卒 263,359円 354,133円 382,952円 390,388円

高校卒 232,160円 316,743円 355,500円 359,933円

高校卒 － 295,200円 331,133円 354,420円

中学卒 － － － －

大学卒 － － － －

高校卒 － － － －

大学卒 274,333円 367,064円 384,265円 －

高校卒 236,100円 335,300円 － 385,028円

一般行政職

技能労務職

教　育　職
（幼稚園）

消　防　職

一般行政職

技能労務職

教　育　職
（幼稚園）

消　防　職
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（３）一般行政職の級別職員数等の状況

①一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和４年４月１日現在）                                           

　（注）１　川西市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

　　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比
1号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

７級 部長 13人 2.6% 397,400円 467,500円

６級 副部長及び課長 92人 18.4% 344,200円 440,600円

５級 課長補佐 47人 9.4% 313,900円 399,800円

４級 主査 77人 15.4% 232,100円 369,600円

３級 主任 118人 23.6% 201,000円 339,900円

２級 主事 98人 19.6% 162,000円 300,000円

１級 事務員又は技術員 54人 10.8% 142,200円 242,900円

計 499人 100.0%

１級, 10.8% １級, 7.8% １級, 7.0%

２級, 19.6% ２級, 24.7%

２級, 8.6%

３級, 23.6% ３級, 21.7%

３級, 23.3%

４級, 15.4% ４級, 15.1%

４級, 24.4%

５級, 9.4% ５級, 9.2%
５級, 11.5%

６級, 18.4% ６級, 18.9% ６級, 22.5%

７級, 2.6% ７級, 2.6% ７級, 2.7%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

令和４年度の構成比 令和３年度の構成比 5年前の構成比
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②国との給料表カーブ比較表（行政職（一））　（令和４年４月１日現在）

③昇給への勤務成績の反映状況                                                                       

イ　人事評価を活用している ○ ○

活用している成績率
支給可能
な成績率

支給実績が
ある成績率

支給可能
な成績率

支給実績が
ある成績率

上位、標準、下位の成績率

上位、標準の成績率 ○ ○ ○ ○

標準、下位の成績率

標準の成績率のみ（一律）

ロ　人事評価を活用していない

活用予定時期

令和4年4月2日から令和5年4月1日までに
おける運用

管理職員 一般職員

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

国10級

（百円）

給
　
料
　
月
　
額

令和４年４月１日時点

国９級

国８級

国７級

国６級

国５級

国４級

国３級

国２級

国１級

　　　　　　　　　　　　　　
  　　　　　　　 　川西市 （R４）

国家公務員 （R４)

市７級
市６級

市５級

市４級

特４級

市３級

特３級

市２級

及び特２級

市１級

昇　　給
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（4）職員の手当の状況

①期末手当・勤勉手当                                                                               

・役職加算 0.0～18.0％（６月） ・役職加算 5.0～20.0％ ・役職加算 5.0～20.0％

0.0～18.0％（12月）

・管理職加算 10.0～20.0％ ・管理職加算 10.0～25.0％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

○勤勉手当への勤務成績の反映状況

②退職手当（令和３年４月１日現在）                                                               

勤続20年 勤続20年

勤続25年 勤続25年 

勤続35年 勤続35年

最高限度額 最高限度額

その他の加算措置 その他の加算措置

（2％～30％加算） （2％～45％加算）

(退職時特別昇給はなし)

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和３年度に退職した職員に支給された平均額です。

川　西　市 兵　庫　県 国

１人当たり平均支給額（令和３年度） １人当たり平均支給額（令和３年度）

1,556千円 1,693千円

（令和３年度支給割合） （令和３年度支給割合） （令和３年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.4  月分 1.9  月分 2.4  月分 1.9  月分 2.55  月分 1.9  月分

( 1.35 ) 月分 ( 0.9 ) 月分 ( 1.35 ) 月分 ( 0.9 ) 月分 ( 1.45 ) 月分 ( 0.9 ) 月分

(加算措置の状況） (加算措置の状況） (加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

イ　人事評価を活用している ○ ○

活用している成績率
支給可能
な成績率

支給実績が
ある成績率

支給可能
な成績率

支給実績が
ある成績率

上位、標準、下位の成績率 ○ ○ ○

上位、標準の成績率

標準、下位の成績率

標準の成績率のみ（一律） ○

ロ　人事評価を活用していない

活用予定時期

川　　　西　　　市 国

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

19.6695月分 24.586875月分 19.6695月分 24.586875月分

28.0395月分 33.27075月分 28.0395月分 33.27075月分

39.7575月分 47.709 月分 39.7575月分 47.709 月分

47.709 月分 47.709 月分 47.709 月分 47.709 月分

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置 

1人当たり平均支給額 3,883千円 21,666千円

―

令和４年度中における運用 管理職員 一般職員
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③地域手当（令和４年４月１日現在）

（注）　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公

務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。

（補正前のラスパイレス指数×（1＋当該団体の地域手当支給率）／（1＋国の指定基準に基づ

く地域手当支給基準）により算出。）

④特殊勤務手当（令和４年４月１日現在）                                                           

支 給 実 績（令和３年度決算） 390,148千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算） 387,822円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

川西市内全域 10% 1,006人 10%

支 給 実 績（令和３年度決算） 33,542千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算） 75,546円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和３年度決算） 43.6%

手当の種類（手当数） 8種

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（令和３年度決
算）

左記職員に対する
支給単価

市税の滞納繰越分徴収事務に
従事した職員（同一税目を1件
とする。）

0千円 １件100円

市税の滞納処分事務に従事し
た職員 23千円 日額300円

右の業務に従事した職員
感染症の防疫(救護処理作業を
いう。)に従事した職員 0千円 １回250円

診療放射線技師 

保健センターに勤務する職員
で、放射線を人体に照射する
業務に従事したもの（診療放
射線技師）

173千円 日額250円

保健センター勤務職員
（診療放射線技師を除
く。） 

保健センターに勤務する職員
で、放射線を人体に照射する
業務に従事したもの（その他
の職員） 

1千円 日額130円

環境衛生課職員 狂犬病予防注射に従事した職員 0千円 日額250円

消防職員 
結核精神病者移送の業務に従
事した職員 1千円 １件250円

土木部職員

土木部に所属する職員で道路
維持作業又は自転車等撤去作
業に従事したもの及び土木部
公園緑地課に所属する職員で
葉刈り等の作業に従事したも
の（汚泥運搬・処理業務を除
く。）

146千円 日額500円

消防職員 高所作業に従事した職員 40千円 １回130円

消防職員
潜水器具を着用して潜水作業
に従事した職員 16千円 日額250円

右の業務に従事した職員

酸素欠乏危険作業主任者の業
務に従事した職員（酸素欠乏
症等防止規則(昭和47年労働省
令第42号)の規定に基づき酸素
欠乏危険作業主任者に選任さ
れた者に限る。）

0千円 日額300円

消防職員

新型コロナウイルス感染症か
ら市民等の生命及び健康を保
持するために緊急に行われた
措置に係る作業に従事した職
員

21千円 日額3,000円

消防職員

上記の内、患者又はその疑い
のある者の身体に直接接触す
る作業、または患者又はその
疑いのある者に長時間にわた
り接して行う作業に従事した
職員

2,408千円 日額4,000円

地域手当補正後ラスパイレス指数
（ラスパイレス指数）

97.4%
(97.4%)

税務手当 税務職員 

危険手当  
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⑤時間外勤務手当                                                                                   

病死人取扱手当 福祉事務所職員

病死人の取扱作業に従事した
職員（福祉事務所に勤務する
者及び腐乱死体等の取扱いを
した者に限る。） 

1千円 １件700円

消防職員

水火災の現場に30分以上出動
し、防御鎮圧に従事した職員
（機関員は、1当務につき200
円を加算する。）  

1,566千円 １回300円

救急救命士

救急現場に出動し、救護収容
作業に従事した職員（救急救
命士。機関員は、1当務につき
200円を加算する。） 

4,244千円 １回250円

消防職員（救急救命士を
除く。）

救急現場に出動し、救護収容
作業に従事した職員（その他
の職員。機関員は、1当務につ
き200円を加算する。）

996千円 １回130円

右の業務に従事した職員
防災指令に基づき緊急に出動
して業務に従事した職員（帰
宅後の再出勤に限る。）

147千円 日額500円

消防職員

消防職員で、午後10時から翌
日午前5時までの間の通信受付
等の業務に従事したもの（隔
日勤務に従事する者に限
る。）

262千円 1勤務300円

土木部職員

夜間工事監督のため、午後10
時から翌日午前5時までの深夜
時間帯を含む勤務に従事した
職員（3時間以上従事したとき
に限る。） 

0千円 １回1,000円

養護老人ホーム職員

養護老人ホームに勤務する職
員で、午後10時から翌日午前5
時までの間に業務に従事した
もの

0千円 日額300円

福祉事務所職員

要保護家庭実態調査及び面接
の業務に従事した職員（福祉
事務所に勤務する者に限
る。） 

888千円 日額200円

土木部職員
用地取得折しょう業務に従事
した職員 26千円 日額170円

作業長、車両長
作業長及び車両長の業務に従
事した職員（管理職手当を支
給されている者を除く。）

798千円 月額9,500円

班長 班長の業務に従事した職員 1,716千円 月額5,500円

整備管理主任

整備管理主任の業務に従事し
た職員（整備管理主任として
任命された者に限る。ただ
し、管理職手当を支給される
者を除く。）

0千円 月額4,000円

建築主事
建築主事の業務に従事した職
員（建築主事として任命され
た者に限る。）  

120千円 月額5,000円

美化推進課職員 死獣処理業務に従事した職員 266千円 １件200円

環境衛生課職員
死獣処理業務に従事した職員
（火葬業務に従事したと
き。）

0千円 日額200円

美化推進課職員

市民環境部美化推進課及び土
木部道路管理課に所属する職
員で、ごみ又は汚泥の運搬・
処理業務に従事したもの

16,214千円 日額950円

環境衛生課職員
環境衛生消毒及び産汚物収集
業務に従事した職員 188千円 日額850円

環境衛生課職員 火葬場業務に従事した職員 0千円 １体570円

公物管理手当 総務課職員、土木部職員

公有財産管理業務のうち、直
接相手方との権利関係に介入
する業務に従事した職員（3時
間以上従事したときに限り、
用地取得折しょう業務手当と
は併給しない。）

23千円 日額130円

年末年始特別勤務
手当

美化推進課職員、消防職
員

12月29日から翌年の1月3日ま
での間に勤務に従事した職員
（3時間以上従事したときに限
る。） 

3,250千円 日額5,000円

支 給 実 績（令和３年度決算） 280,852千円

出動手当

夜間特殊勤務手当

業務手当
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(注）　　　職員一人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）と同じ年度

　　　　　 の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とは

           ならない職員を除く。）です。

⑥その他の手当（令和４年４月１日現在）                                                           

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算） 381千円

支 給 実 績（令和２年度決算） 215,451千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 306千円

手　当　名 内容及び支給単価
国の制
度との
異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（令和３年度決

算）

支給職員
１人当たり

平均支給年額
（令和３年度決算）   

扶養手当

○配偶者： 6,500円
○子：10,000円
○扶養親族1人につき： 6,500円
○満16歳の年度初めから満22歳の
年度末までの子は各5,000円加算

同　じ 106,422千円 232,872円

住居手当
○借家居住者:家賃額に応じ：0～
28,000円

同　じ 70,619千円 279,127円
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（５）特別職の報酬等の状況（令和４年４月１日現在）                                               

　　(注)１　給料、報酬及び退職手当の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。

　　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）

          勤めた場合における退職手当の見込額です。

通勤手当

○交通機関利用者：運賃等相当額
支給(最高支給限度額は55,000円)
○交通用具利用者：通勤距離が片
道2ｋｍ以上の区分に応じ3,500円
～32,800円

一部
異なる

○交通機関利用者：
国と同じ
○交通用具利用者：
国は通勤距離の区分
に応じ2,000円～
24,500円

112,152千円 124,337円

管理職手当

部長職：　 76,500円
副部長職： 64,800円
課長職： 　56,250円
課長補佐職 53,500円
主査職：　 45,500円

異なる
国は、役職に応じ  
46,300円～139,300
円

157,303千円 678,031円

休日勤務手当
国民の祝日に関する法律等による
休日の勤務に対し135～160％の時
間給を支給

同　じ 49,532千円 155,763円

管理職員特別勤
務手当

臨時又は緊急の必要その他の公務
の運営の必要により国民の祝日に
関する法律等による休日の勤務及
び休日以外の深夜の勤務に対し支
給（但し、部長級・副部長級・課
長級は災害対応時に限る）
○休日
部長・副部長：日額8,000円
課長・課長補佐職：日額6,000円
主査職：日額4,000円
※6時間を超える勤務は上記日額の
150/100を支給
○休日以外の深夜
上記日額の50/100を支給

異なる
国は、役職に応じ   
6,000円～18,000円 5,510千円 34,438円

宿日直手当

宿日直勤務を命じられた職員に
は、その勤務1回につき4,400円。
ただし、勤務時間が5時間未満の場
合は、2,200円とする。

同　じ 0千円 0円

児童手当
中学校第３学年の年度末までの子
を扶養している場合月5,000円～
15,000円

同　じ 65,390千円 204,984円

給　料　月　額　等

支給額 減額措置前 （参考）類似団体における最高　／　最低額

市　長 834,700円 (982,000円) 1,130,000円　／　834,700円

副市長 716,400円 (796,000円) 930,000円　／　716,400円

議　長 701,000円 ― 724,000円　／　463,000円

副議長 629,000円 ― 660,000円　／　420,000円

議　員 570,000円 ― 606,000円　／　400,000円

市　長 13,920,262円 (18,730,668円)

副市長 12,555,650円 (15,182,904円)

議　長 11,681,464円 (12,155,340円)

副議長 10,481,656円 (10,906,860円)

議　員 9,498,480円 (9,883,800円)

市　長

副市長

議　長

副議長

議　員

算定方式 1期の手当額 支給時期

市　長
834,700×在職月数×0.4

(982,000×在職月数×0.4）
16,026,240円　

（18,854,400円)
任期毎

副市長
716,400×在職月数×0.24

(796,000×在職月数×0.24）
8,252,928円

（9,169,920円)  
任期毎

備　考

区分

給
 
料

報　

酬

年　
　

収

期
末
手
当

（令和３年度支給割合）　4.25月分

（令和３年度支給割合）　4.3月分

退
職
手
当
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（６）公営企業職員の状況

①水道事業

ア　職員給与費の状況

(ア)　決算                                                                                         

①人件費の状況（水道事業会計決算）                                                                     

（注）　資本勘定支弁職員に係る職員給与費を含んでいません。

②職員給与費の状況（水道事業会計決算）                                                                 

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

２　職員数は、令和４年３月３１日現在の人数です。

(イ)　特記事項

２給与の状況、（１）総括、③特記事項、ア給与削減等の取り組み状況を参照して下さい。

イ　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和４年４月１日現在）                     

　（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

ウ　職員の手当の状況

(ア)　期末手当・勤勉手当                                                                           

・役職加算 0.0～18.0％（６月） ・役職加算 0.0～18.0％（６月）

0.0～18.0％（12月） 0.0～18.0％（12月）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

千円   千円   千円   ％ ％

2,989,311 384,022 190,973 6.4 7.1

職員数 給　　　　　与　　　　　費 一人当たり （参考）類似団体平均

Ａ 給料 職員手当
期末・

勤勉手当
計
Ｂ

給与費　Ｂ／Ａ 一人当たり給与費

人 千円   千円 千円 千円 千円 千円

40 125,698 34,127 55,988 215,813 5,395 6,028

区　分 平均年齢 基本給 平均月収額

川西市 38.8歳 297,213円 449,610円

団体平均 45.5歳 335,492円 501,390円

事業者 ― ― ―

川西市水道事業会計 川　西　市

１人当たり平均支給額（03年度） １人当たり平均支給額（令和３年度）

1,400千円 1,556千円

（０３年度支給割合） （令和３年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.4  月分 1.9月分 2.4  月分 1.9  月分

（1.35）月分 （0.9）月分 ( 1.35 ) 月分 ( 0.9 ) 月分

(加算措置の状況） (加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

区分
総費用

Ａ

純損益又は
実質収支

職員給与費

Ｂ

総費用に占める
職員給与費比率

Ｂ／Ａ

（参考）02年度の
総費用に占める
職員給与費比率

03年度

区分

03年度
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(イ)　退職手当（令和４年４月１日現在）                                                           

勤続20年 勤続20年

勤続25年 勤続25年 

勤続35年 勤続35年

最高限度額 最高限度額

その他の加算措置 その他の加算措置

（2％～30％加算） （2％～30％加算）

(退職時特別昇給はなし) (退職時特別昇給はなし)

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和３年度に退職した職員に支給された平均額です。

(ウ)　地域手当（令和４年４月１日現在）                                                           

(エ)　特殊勤務手当（令和４年４月１日現在）                                                           

川西市水道事業会計 川　　　西　　　市

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

20.445月分 25.55625月分 20.445月分 25.55625月分

29.145月分 34.5825月分 29.145月分 34.5825月分

41.325　月分 49.59 月分 41.325　月分 49.59 月分

49.59 月分 49.59 月分 49.59 月分 49.59 月分

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置 

1人当たり平均支給額 0千円 21,770千円 1人当たり平均支給額 1,794千円 23,708千円

支 給 実 績（０３年度決算） 13,371千円

支給職員１人当たり平均支給年額（03年度決算） 334,275円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

川西市内全域 10% 40人 10%

支 給 実 績（０３年度決算） 417千円

支給職員１人当たり平均支給年額（03年度決算） 17,375円

職員全体に占める手当支給職員の割合（03年度決算） 60.0%

手当の種類（手当数） 5種

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

(03年度決算)
左記職員に対する

支給単価

滞納処理手当 経営企画課職員

滞納等に係る水道料金及び下水道
使用料を徴収したとき。ただし、1
月当たりの支給額は、3,000円を超
えない範囲で支給するものとす
る。

0千円 １件30円

水道技術課職員
浄水課職員

 夜間(午後10時から翌日午前5時ま
でをいう。)に工事現場等に3時間
以上出動した職員。ただし、水防
災害指令により出動した場合は、
この限りでない。

19千円 １回1,000円

浄水課職員

久代浄水場に勤務する職員で午後
10時から翌日の午前5時までの深夜
時間帯を含む16時間勤務に従事し
たとき。

0千円 １勤務1,000円

出動手当
水道技術課職員
給排水設備課職員

非常若しくは緊急の必要のため、
正規の勤務時間(以下この項におい
て「勤務時間」という。)外又は勤
務時間から引き続き2時間以上の勤
務時間外の出動をしたとき及び勤
務時間外の出動態勢をとるよう命
を受けたとき。ただし、水防災害
指令により出動した場合は、この
限りでない。

398千円 １回800円

年末年始特別勤務
手当

浄水課職員
12月29日から翌年の1月3日までの
間に3時間以上勤務に従事したと
き。

0千円 １勤務5,000円

夜間勤務手当

-　18　-



(オ)　時間外勤務手当                                                                               

（注）1 時間外勤務手当には休日勤務手当を含みます。

    (注）2　職員一人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）と同じ年度

の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならな

い職員を除く。）です。

(カ)　その他の手当（令和４年４月１日現在）                                                

支 給 実 績（０３年度決算） 4,517千円

支給職員１人当たり平均支給年額（03年度決算） 156千円

支 給 実 績（０２年度決算） 3,638千円

支給職員１人当たり平均支給年額（02年度決算） 114千円

手　当　名 内容及び支給単価

一般行
政職の
制度と
の異同

一般行政職の制度と
異なる内容

支給実績
（03年度決算）

支給職員
１人当たり

平均支給年額
（03年度決算）   

扶養手当

○配偶者： 6,500円
○扶養親族1人につき：
10,000円
○満16歳の年度初めから満22
歳の年度末までの子は各
5,000円加算

同　じ 3,593千円 211,353円

住居手当

○借家居住者:家賃額に応
じ：11,000～28,000円
○自宅居住者：0円 
○当該住居の償還金を支払っ
ている場合にあつては8年間
に限り：0円

同　じ 4,242千円 303,000円

通勤手当

○交通機関利用者：運賃等相
当額支給(最高支給限度額は
55,000円)
○交通用具利用者：通勤距離
が片道2ｋｍ以上の区分に応
じ3,500円～32,800円

同　じ 3,906千円 118,364円

管理職手当

局長職：　 76,500円
副局長職： 　64,800円
課長職： 　56,250円
課長補佐職 53,500円

同　じ 3,688千円 737,600円

管理職員特別勤
務手当

臨時又は緊急の必要その他の
公務の運営の必要により国民
の祝日に関する法律等による
休日の勤務に対し支給
局長・副局長・課長職：当分
の間支給しない
課長補佐職：日額6,000円

同　じ 3千円 3,000円

宿日直手当

宿日直勤務を命じられた職員
には、その勤務1回につき
4,200円。ただし、勤務時間
が5時間未満の場合は、2,100
円とする。

同　じ 0千円 0円

児童手当
中学校第３学年の年度末まで
の子を扶養している場合月
5,000円～15,000円

同　じ 2,535千円 253,500円
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②下水道事業

ア　職員給与費の状況

(ア)　決算                                                                                         

①人件費の状況（下水道事業会計決算）                                                                     

（注）　資本勘定支弁職員に係る職員給与費を含んでいません。

②職員給与費の状況（下水道事業会計決算）                                                                 

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

２　職員数は、令和４年３月３１日現在の人数です。

(イ)　特記事項

２給与の状況、（１）総括、③特記事項、ア給与削減等の取り組み状況を参照して下さい。

イ　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和４年４月１日現在）                      

　（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

ウ　職員の手当の状況

(ア)　期末手当・勤勉手当                                                                           

・役職加算 0.0～18.0％（６月） ・役職加算 0.0～18.0％（６月）

0.0～18.0％（12月） 0.0～18.0％（12月）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

千円   千円   千円   ％ ％

3,052,635 709,751 185,571 6.1 7.0 

職員数 給　　　　　与　　　　　費 一人当たり （参考）類似団体平均

Ａ 給料 職員手当
期末・

勤勉手当
計
Ｂ

給与費　Ｂ／Ａ 一人当たり給与費

人 千円   千円 千円 千円 千円 千円

30 109,742 34,041 47,257 191,040 6,368 5,920

区　分 平均年齢 基本給 平均月収額

川西市 44.0歳 349,987円 530,667円

団体平均 43.9歳 331,629円 493,022円

事業者 ― ― ―

川西市下水道事業会計 川　西　市

１人当たり平均支給額（03年度） １人当たり平均支給額（令和３年度）

1,575千円 1,556千円

（０３年度支給割合） （令和３年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.4  月分 1.9月分 2.4  月分 1.9  月分

（1.35）月分 （0.9）月分 ( 1.35 ) 月分 ( 0.9 ) 月分

(加算措置の状況） (加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

区分
総費用

Ａ

純損益又は
実質収支

職員給与費

Ｂ

総費用に占める
職員給与費比率

Ｂ／Ａ

（参考）02年度の
総費用に占める
職員給与費比率

03年度

区分

03年度
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(イ)　退職手当（令和４年４月１日現在）                                                           

勤続20年 勤続20年

勤続25年 勤続25年 

勤続35年 勤続35年

最高限度額 最高限度額

その他の加算措置 その他の加算措置

（2％～30％加算） （2％～30％加算）

(退職時特別昇給はなし) (退職時特別昇給はなし)

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和３年度に退職した職員に支給された平均額です。

(ウ)　地域手当（令和４年４月１日現在）                                                           

(エ)　特殊勤務手当（令和４年４月１日現在）                                                           

川西市下水道事業会計 川　　　西　　　市

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

20.445月分 25.55625月分 20.445月分 25.55625月分

29.145月分 34.5825月分 29.145月分 34.5825月分

41.325月分 49.59 月分 41.325月分 49.59 月分

49.59 月分 49.59 月分 49.59 月分 49.59 月分

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置 

1人当たり平均支給額 － 22,886千円 1人当たり平均支給額 1,794千円 23,708千円

支 給 実 績（０３年度決算） 12,123千円

支給職員１人当たり平均支給年額（03年度決算） 404,100円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

川西市内全域 10% 30人 10%

支 給 実 績（０３年度決算） 109千円

支給職員１人当たり平均支給年額（０３年度決算） 8千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（０３年度決算） 43.3%

手当の種類（手当数） 5種

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

(03年度決算)
左記職員に対する

支給単価

滞納処理手当 経営企画課職員

滞納等に係る水道料金及び下水道
使用料を徴収したとき。ただし、1
月当たりの支給額は、3,000円を超
えない範囲で支給するものとす
る。

0千円 １件30円

夜間勤務手当 下水道技術課職員

 夜間(午後10時から翌日午前5時ま
でをいう。)に工事現場等に3時間
以上出動した職員。ただし、水防
災害指令により出動した場合は、
この限りでない。

0千円 １回1,000円

出動手当 下水道技術課職員

非常若しくは緊急の必要のため、
正規の勤務時間(以下この項におい
て「勤務時間」という。)外又は勤
務時間から引き続き2時間以上の勤
務時間外の出動をしたとき及び勤
務時間外の出動態勢をとるよう命
を受けたとき。ただし、水防災害
指令により出動した場合は、この
限りでない。

48千円 １回800円

業務手当
雨水汚水ポンプ場職
員

汚泥の運搬・処理業務に従事した
とき。 61千円 １日950円

年末年始特別勤務
手当

下水道技術課職員
12月29日から翌年の1月3日までの
間に3時間以上勤務に従事したと
き。

0千円 １勤務5,000円
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(オ)　時間外勤務手当                                                                               

（注）1 時間外勤務手当には休日勤務手当を含みます。

    (注）2　職員一人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）と同じ年度

の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならな

い職員を除く。）です。

(カ)　その他の手当（令和４年４月１日現在）                                                       

支 給 実 績（０３年度決算） 7,020千円

支給職員１人当たり平均支給年額（０３年度決算） 293千円

支 給 実 績（０２年度決算） 4,748千円

支給職員１人当たり平均支給年額（０２年度決算） 279千円

手　当　名 内容及び支給単価

一般行
政職の
制度と
の異同

一般行政職の制度と
異なる内容

支給実績
（03年度決算）

支給職員
１人当たり

平均支給年額
（03年度決算）   

扶養手当

○配偶者： 6,500円
○扶養親族1人につき：
10,000円
○満16歳の年度初めから満22
歳の年度末までの子は各
5,000円加算

同　じ 4,131千円 258,188円

住居手当

○借家居住者:家賃額に応
じ：11,000～28,000円
○自宅居住者：0円 
○当該住居の償還金を支払っ
ている場合にあつては8年間
に限り：0円

同　じ 1,304千円 260,800円

通勤手当

○交通機関利用者：運賃等相
当額支給(最高支給限度額は
55,000円)
○交通用具利用者：通勤距離
が片道2ｋｍ以上の区分に応
じ3,500円～32,800円

同　じ 2,889千円 115,560円

管理職手当

局長職：　 76,500円
技術監職： 　64,800円
課長職： 　56,250円
課長補佐職 53,500円

同　じ 6,148千円 683,111円

管理職員特別勤
務手当

臨時又は緊急の必要その他の
公務の運営の必要により国民
の祝日に関する法律等による
休日の勤務に対し支給
局長・技術監・課長職：当分
の間支給しない
課長補佐職：日額6,000円

同　じ 28千円 9,333円

宿日直手当

宿日直勤務を命じられた職員
には、その勤務1回につき
4,200円。ただし、勤務時間
が5時間未満の場合は、2,100
円とする。

同　じ 0千円 0円
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①現状

ア　職種ごとの人数・平均給与・平均年齢等のデータ及び民間従業員等のデータ

1

2

3

4

イ　給料表、手当、昇給に関する事項

      ①給料表

      

      ②手当

      ③昇給基準

ウ　これまでの給与に関する取り組み                                                                 

児童手当
中学校第３学年の年度末まで
の子を扶養している場合月
5,000円～15,000円

同　じ 2,350千円 235,000円

公　　　　務　　　　員 民　　　　間 参考

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額
Ａ

平均給与月額
（国比較ベース）

対応する民間
の類似職種         

平均年齢 平均給与月額
Ｂ Ａ／Ｂ

川西市 47.5歳 139人 327,350円 430,029円 377,336円 － － － －

うち清掃職員 48.6歳 69人 332,120円 456,616円 384,270円 廃棄物処理業従業員 47歳 306,000円 1.41

うち学校給食員 46.7歳 37人 327,262円 396,492円 376,096円 調理士 43歳 267,000円 1.47

うち校務員 48.2歳 16人 316,731円 393,152円 367,310円 用務員 49.1歳 236,600円 1.67

兵庫県 － － － －

国 50.9歳 2,431人 287,312円 － 329,380円 － － － －

類似団体 － － － －

参　　　　　考

年収ベース（試算値）の比較

公務員
Ｃ

民間
Ｄ

Ｃ／Ｄ

川西市 6,867,997円 － －

うち清掃職員 7,275,755円 4,266,500円 1.62 

うち学校給食員 6,505,807円 3,525,000円 1.84 

うち校務員 6,425,820円 3,187,900円 2.01 

（注） 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平
成31～令和３年の３ヶ年平均）

上記の賃金構造基本統計調査の内容は、毎年６月における５人以上の常用労働者を雇用する事
業所を対象とし、その対象となる労働者についても、本市の数値には含んでいない臨時的任用
を含めた数値となっているため単純な比較はできません。

技能労務職の職種と民間の職種等の比較についても、年齢、業務内容、雇用形態等の点におい
て完全に一致しているものではありません。

年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍
したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支
給された年間賞与の額を加えた試算値です。

技能労務職給料表

扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、特殊勤務手
当、期末手当、勤勉手当、児童手当

一般職員に準じ実施

年　度 取　り　組　み　内　容

平成１５年度 ・給料の２％減額（平成１８年度まで）

平成１６年度

平成１７年度

平成１８年度
・退職時特別昇給の廃止
・特殊勤務手当の抜本的な見直し

平成１９年度
・給与構造改革を実施し、給料水準を平均４．８％引き下げ 
・枠外昇給廃止
・５５歳昇給抑制措置の実施

平成２０年度 ・給料の１．９％減額 

区分

区分
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②基本的な考え方

今までも業務の委託化や非正規職員化を実施してきたところですが、引き続き検討していきます。

③取組状況等

平成30年度より技能労務職員に適用する技能労務職給料表を導入しました。

平成２１年度
・給料の１％減額 
・地域手当の削減（10％→８％）

平成２２年度 ・地域手当の削減（８％→６％）

平成２３年度

平成２４年度 ・住居手当その他区分の廃止（６，５００円→０円）

平成２５年度 ・給料の２％減額（７月から）

平成２６年度

平成２７年度

平成２８年度

平成２９年度

・住居手当持ち家区分の減額
　平成２８年度：１０，５００円
　平成２９年度：　８，４００円
　平成３０年度：　６，３００円
　平成３１年度：　４，２００円
　平成３２年度：　２，１００円
　併せて、償還金のある者への２，５００円加算の新規認定
を廃止）

平成３０年度

・技能労務職給料表の導入

・住居手当賃貸区分上限額の減額
　平成３０年度：３０，０００円
　平成３１年度：２７，０００円
・住居手当持ち家区分の廃止
　【経過措置】
　　平成３１年度：　４，２００円
　　平成３２年度：　２，１００円
　　平成３３年度以降：廃止

令和元年度 ・勤勉手当の減額
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